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事業戦略

社会・産業インフラを支える3つの事業

風水力事業　➡P.27–30 売上高構成比 産業別売上高比率 地域別売上高比率 S&S売上高比率

ポンプ
上下水道施設、雨水排水施設、石油化学プラントなどで使用され
る大型・高圧のカスタムポンプ、ビルやマンションなどの建築設
備等で使用される標準ポンプを提供しています。

コンプレッサ・タービン
石油精製プラントや石油化学プラントで使用されるコンプレッ
サやタービンを提供しています。

冷熱
ビルや大型商業施設の冷暖房設備などで使用される冷凍機や冷
却塔及び関連システムを提供しています。

その他
トンネル換気などに使用される送風機や、電気、情報通信、エネ
ルギーなどの制御設備を提供しています。

環境プラント事業　➡P.31–33 売上高構成比 産業別売上高比率 地域別売上高比率 S&S売上高比率

燃焼・ガス化技術をベースに、都市ごみ焼却施設を中心とした廃
棄物処理施設の設計・建設から運営、維持管理までを一貫して手
掛けています。

精密・電子事業　➡P.34–36 売上高構成比 産業別売上高比率 地域別売上高比率 S&S売上高比率

売上高
コンポーネント 605億円
CMP装置  742億円
その他  62億円
超スマート社会の実現に欠かせない半導体やフラットパネル
ディスプレイなどの製造に必要な真空環境をつくるドライ真空
ポンプ、半導体を生成するウェーハをナノレベルで平坦化する
CMP装置などを提供しています。

連結売上高

5,237億円

連結営業利益

378億円

（2020年12月期、日本基準）
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* 主にダウンストリーム向け

* 主にダウンストリーム向け

* Operation & Maintenance：運転管理及びメンテナンス
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 風水力事業のSWOT分析

•  長年蓄積した流体・数値解析・材料・分析などの基盤技術【風水
力事業全体】

•  高効率・高品質で信頼性の高い製品開発力【風水力事業全体】
•  グローバルで多様な人材と拠点網【風水力事業全体】
•  アジア地域でのプレゼンス【風水力事業全体】

•  欧米地域での不十分なプレゼンス【ポンプ・冷熱】
•  海外市場の規格に合致した製品ラインナップ不足【ポンプ】
•  ボラティリティの高い市場への依存【CT】

•  新興国の人口増加や都市化に伴う水需要増加による 
インフラ投資拡大【ポンプ】

•  5G、IoTなどの技術革新に伴う産業構造変化による 
新たな機会【ポンプ・冷熱】

•  LNGや水素などのクリーンエネルギーの需要増加に伴う当社製
品の需要拡大【ポンプ・CT】

•  国内市場縮小による価格競争激化【ポンプ・冷熱】 
•  技術の成熟化と新興メーカの技術力向上による競争環境の激化
【風水力事業全体】

事業戦略

風水力事業

さらなる収益性改善と 
新分野・新規市場の開拓を 
目指します

野路 伸治
執行役
風水力機械カンパニープレジデント

　2020年12月期の結果について、売上高は中国市場と国
内公共向け案件が堅調であった一方、その他の地域・市場で
は新型コロナウイルスの影響を受けて、前期比減収となり
ました。営業利益はカスタムポンプ事業とコンプレッサ・
タービン（CT）事業における収益性改善効果により、前期比
増益となりました。
　中期経営計画「E-Plan2022」の進捗としては、ベトナムに
ノックダウンセンターを開設し、グローバル生産体制・サプ
ライチェーンの強化に取り組んでいます。また、カバレッジ
の拡大に向けてメキシコに拠点を開設するとともに、トルコ
では有力ポンプメーカであるバンサン社 *の買収を行いまし
た。さらに、ブラジルではソーラーポンプの販売を開始する

など、海外事業の強化に幅広く取り組みました。
　今後は、標準ポンプ事業においては販売拠点の設立や地
域ニーズに合致した製品の市場投入など、グローバル市場
戦略を加速させていきます。また、カスタムポンプ事業にお
いては、さらなる収益性改善に向けてDXによる業務改革を
推進するとともに、海外S&S増強のため人員の配置転換や
海外拠点のアフター機能強化、CT事業との協業体制の構築
を加速させていきます。さらに、水素市場への参入など新分
野・新市場の開拓を目指した高付加価値製品の創出にも継
続的に取り組んでいきます。
*  Vansan Makina Sanayi ve Ticaret A.Ş. (バンサンマキナ社 )、Vansan Makina Montaj 

ve Pazarlama A.Ş. (バンサンモンタージ社 )を傘下に持つÇiğli Su Teknolojileri A.Ş. (シ
グリス社 )の3社をバンサン社と総称

2020年12月期決算のポイント 
   標準ポンプ事業は新型コロナウイルスの影響で売上が減少
  カスタムポンプ事業は国内公共向け案件が好調で増収増益
  コンプレッサ・タービン事業は原油価格下落や新型コロナウイルスの影響で売上が減少
   冷熱事業は国内冷却塔における収益性改善や経費減少などにより増益

Opportunities（機会）

Strengths（強み） Weaknesses（弱み・課題）

Threats（リスク）

E-Plan2022目標・2020年12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2020/12
実績（IFRS）

2020/12
成果 今後の取り組み

ポンプ事業：
6.5%以上 5.4%

標準ポンプ
•  国内：S&S体制を強化
•  海外：販売拠点拡大、SCM*1を強化
•  利益率の高い新規市場の開拓に向けてマーケティ
ング・開発機能を強化

•  国内： S&S売上規模拡大、新製品の拡充及び拡販
•  海外： 拠点展開の加速、地域ニーズに沿った新製

品の投入
•  ニッチトップ製品のマーケティング及び開発

カスタムポンプ
•  輸出案件の選択受注徹底、製品からS&Sへ人員を
再配置

•  利益率の高い新規市場の開拓に向けてマーケティ
ング・開発機能を強化

•  DXによる業務改革の加速
•  CT事業との協業、海外拠点のサービス体制強化に
よるS&S売上拡大

•  水素市場向けポンプの試作機を開発
コンプレッサ・ 
タービン事業：
8.0%以上

8.2%
•  製品の選択受注、調達コストダウン（LCC*2活用）、
自動設計によるLT*3短縮

•  対応市場を明確化した事業規模の見直し
•  収益性の高いクライオポンプとエキスパンダーの
テストスタンドの完成

冷熱事業：
5.0%以上 5.4%

•  国内：中国への冷凍機生産移管、S&S体制強化
•  利益率の高い新規市場の開拓に向けてマーケティ
ング・開発機能を強化

•  国内： 冷媒レトロフィット技術によるS&Sの拡大
•  中国： 冷凍機の新製品投入、産業向け冷却塔の拡販
•  ニッチトップ製品のマーケティング及び開発

*1. SCM：Supply Chain Management サプライチェーンマネジメント
*2. LCC: Low Cost Country ローコストカントリー
*3. LT: Lead Time リードタイム

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　風水力事業は広い範囲で持続可能な社会に貢献する機会があります。多様な地域への安定的な水の供給、省エネ製品や環境
負荷を低減する技術への貢献など、多くのアプローチにおいてKPIを設定しています。事業別にKPIの一部を紹介します。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI

2022/12
目標

2020/12
実績

2020/12
成果 今後の取り組み

多様な地域への安定的な水の供給
ソーラーポンプの拡販（標準ポンプ） 目標販売台数100%達成 販売開始 ブラジルで販売を開始 ブラジル・途上国を中心とした拡販

環境負荷を低減する技術への貢献
液体水素プラント向けの製品 
開発・市場投入（カスタムポンプ）

製品化100%達成 計画設計完了 水素発電設備用液体水素ポンプの小型
試作機開発中

小型試作機の製作及び試験の実施

製品の省エネ化
新蒸気タービンシリーズの開発及び
製品化完了（CT）

製品化100%達成 検討開始 高速・小型化、高効率化した蒸気ター
ビンシリーズの技術開発開始

製品化、市場投入

環境負荷物質の抑制
低GWP*化製品の販売による温室効
果ガス使用削減（冷熱）

CO2相当削減量
33,000トン /年

CO2相当削減量
20,600トン /年

新冷媒ターボ冷凍機のシリーズを拡充
冷媒レトロフィット技術の開発、市場
投入

新冷媒ターボ冷凍機及びレトロフィッ
ト技術適用製品の拡販、さらなるライ
ンナップ拡充

* GWP：Global Warming Potential 地球温暖化係数

1

 E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略
事業ビジョン（E-Vision2030）　

長年にわたって蓄積した基盤技術力を基に、
新たな分野へ挑戦し続ける世界トップクラ
スの産業機械メーカを目指す

E-Plan2022の事業戦略　
• 安定した収益を確保できる事業体制の確立
• 海外におけるプレゼンス向上
• 未参入市場を含め、顧客ニーズに対応した製品の創出

S W
O T

250 10.0

150 6.0

50 2.0

100 4.0

200 8.0

0 0

（億円） 

E-Plan2022目標 7.0%以上

（%）

2019/12
実績

（日本基準）

2020/12
実績

（IFRS）

2021/12
計画

（IFRS）

■ 営業利益（左軸）／
　 営業利益率（右軸）
　 風水力全体　 　ポンプ　 
　 コンプレッサ・
    タービン　
 　冷熱

営業利益率：

7.0%
以上

（IFRS）

数値目標
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事業戦略

風水力事業

Topics 1  標準ポンプ事業：グローバルな生産・販売・サービス体制を強化

　標準ポンプ事業では、長期ビジョン「E-Vision2030」で掲げる「世
界で6億人（世界人口の約7%）に水を届ける」の達成に向けて、ブ
ラジルの海外グループ会社EBARA BOMBAS AMÉRICA DO 

SUL LTDA.（以下、EBAS）が2020年1月より、ソーラーポンプの販
売を開始しました。ブラジルの奥地では現在も電気が通っていない
地域があるため、飲料水確保などの生活ニーズに対応する製品と
なっています。太陽光で発電するソーラーポンプは、ソーラーパネ
ルを通じて太陽光を電力に変換して起動する仕組みで、EBASが創
業当初より生産する220Vの深井戸ポンプに加え、遠心ポンプ、水
泳用プールのポンプに対応しています。今後の展開として、より消
費電力が大きい380V相当のポンプを市場投入するとともに、
EBASの豊富な販売&サービスネットワークを活かし、ブラジル国
内のみならず、製品への関心が高いブラジル以外の国でも製品を販
売し、拡販を強化していきます。
　また、中期経営計画「E-Plan2022」におけるグローバル市場の戦
略において、人口増加や経済、産業の発展など、成長が期待できる地
域や国での売上拡大を目指しており、2020年5月、メキシコにポン
プの組立・販売及びサービス&サポートを行うEbara Pumps 

Mexico, S.A. de C.V.を設立しました。経営資源を積極的に投資し、

製品・サービスの拡充並びに人材の確保・育成を行うことで、メキ
シコをはじめとする地域経済の発展に貢献していきます。ベトナム
では、2020年12月より標準ポンプの製品組立を行うノックダウン
センターの稼働を開始しました。イタリアの工場で生産された標準
ポンプ製品の部品を一定量在庫し、製品に組み立てて出荷するため
の施設です。従来は東南アジア地域の各国・販売会社ごとに製品を
在庫していましたが、一括で部品を在庫し、需要に応じて組み立て
て出荷できるようになるため、適正在庫の維持と効率的な製品供給
を促進し、納期短縮化及び在庫圧縮を実現します。さらに、トルコ
の有力ポンプメーカであるバンサン社を買収し、欧州・中央アジ
ア・中東・アフリカ市場へのアクセスを強化するとともに、深井戸
モータポンプ市場におけるプレゼンス向上、グローバル市場におけ
るサプライチェーン強化及び生産技術力を活かした製品競争力の
強化を目指します。
　今後は、販売拠点の設立や地域ニーズに合致した製品の市場投入
を加速させるとともに、日本を含めたグローバルでの生産体制・サ
プライチェーンをより強固にすることで、海外市場でのプレゼンス
を向上させ、標準ポンプ事業のさらなる拡大を図ります。

Topics 2  カスタムポンプ事業：液体水素ポンプの開発

　カスタムポンプ事業では、水素市場への参入に向けて、水素発電
設備用の液体水素ポンプの開発を2019年から国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業として進
めており、2022年には小型試作機の液体水素試験を国立研究開発
法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA)と共同で実施する予定です。
　水素は、使用時に大気汚染物質や温室効果ガスを排出しないク
リーンなエネルギーであり、多様な一次エネルギー源から様々な方
法で製造することができます。また、気体、液体または固体（合金に
吸蔵）というあらゆる形態で輸送・貯蔵が可能であり、利用方法次第
では高いエネルギー効率、非常時対応などの効果が期待され、将来
の二次エネルギーの中心的役割を担うことが期待されています。日

本では、水素を日常の生活や産業活動で利活用する社会、“水素社会”
の実現に向け、定置用燃料電池の普及拡大、燃料電池自動車市場の整
備、水素発電の本格導入といった水素需要の拡大や、その需要に対応
するための水素サプライチェーンの構築が必要とされています。
　NEDOの「水素社会構築技術開発事業」では、再生可能エネルギー
由来の電力による水素製造、輸送・貯蔵及び利用技術を組み合わせ
たエネルギーシステムの開発を行っています。
　今後の展開として、2025年ごろ予定の商用実証、2030年ごろ予
定の水素発電及び国際的水素サプライチェーンの商用化 *に貢献す
べく、カスタムポンプ事業にて継続的に開発を進めていきます。

*経済産業省の水素・燃料電池戦略ロードマップ（2019年3月公表）による

Topics 3  冷熱事業：レトロフィット技術により環境負荷低減に貢献 

　近年、温室効果ガス低減のために、地球温暖化係数（GWP）の低い
冷媒を使用した冷凍機器が求められています。荏原冷熱システムで
は、従来使用されていた冷媒に対して、低GWPで不燃性、低毒性、
高安定性を満足した新冷媒を使用した新型ターボ冷凍機（RTBA型*）
を開発し、販売を開始しました。本製品は第21回オゾン層保護・地
球温暖化防止大賞において審査委員会特別賞を受賞するなど、その
確かな性能と実績を評価され、販売開始以来、多くの商業・宿泊施
設や化学プラントなど様々な施設に採用されています。この新型
ターボ冷凍機を採用いただくことで実効的な環境負荷の低減につ
ながりますが、一方で、ターボ冷凍機は製品寿命が非常に長いため、
新型のターボ冷凍機に更新できるのは10年後や20年後という場
合もあります。そこで、従来冷媒を使用している既設のターボ冷凍

機に新冷媒を使用できるようにするレトロフィット技術を開発し
ました。荏原冷熱システムが確立した技術に基づいて、定期メンテ
ナンスの際に冷凍機の一部の部品を交換することで、低GWP冷媒
に入れ替えることが可能になります。この技術により、お客様は大
きな初期投資をかけることなく、地球温暖化を抑制する環境に配慮
した製品を導入することができます。現在、新型ターボ冷凍機の応
用範囲拡大と、レトロフィット技術を適用可能な既存製品のライン
ナップ拡充に努めています。
　今後も、広くご使用いただけるように新冷媒ターボ冷凍機の拡販
とさらなる技術開発を進め、お客様の要望に応えていくとともに、
地球温暖化の抑制に大きく貢献していきます。

* RTBA型は、荏原冷熱システムの機種記号です。

ベトナム ノックダウンセンター

バンサン社

RTBA型ターボ冷凍機
ソーラーポンプと納入現場
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80

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）
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2019/12
実績

（日本基準）

2020/12
実績

（IFRS）

2021/12
計画

（IFRS）

E-Plan2022目標 9.5%以上

事業戦略

環境プラント事業

 環境プラント事業のSWOT分析

•  設計、建設から運転・メンテナンスまでを手掛ける一貫体制
•  豊富な焼却炉技術による国内外400施設以上の建設実績
•  業界トップクラスの運転受託実績に基づく運転保守ノウハウ
•  AI/ICTを活用した施設運営の先進的取り組み
•  ケミカルリサイクルに関するガス化技術

•  国内公共事業への依存
•  顧客の地域的偏在
•  労働集約的な施設運営

•  廃棄物処理プラントの老朽化に伴う建て替え・更新
•  民間への施設運転委託増加
•  再生可能エネルギー需要増加
•  廃プラスチック処理の必要性

•  国内人口減少による施設の統廃合
•  労働人口の減少
•  価格競争の激化

廃棄物資源循環ソリューション
プロバイダとして、持続可能な
社会の構築と脱炭素社会の実現
に向けて取り組みます

大井 敦夫
執行役
環境事業カンパニープレジデント

　環境プラント事業は、長期ビジョン「E-Vison2030」にお
いて、自治体を主要顧客とした「廃棄物処理施設のEPC*及
びO&M」を中核事業として、持続可能な地域社会の構築に
貢献するための幅広いサービスを提供する「廃棄物資源循
環ソリューションプロバイダ」を目指し、事業活動を行って
います。
　2020年は、新型コロナウイルス感染症が世界中に蔓延す
る未曽有の年となりましたが、私たちが取り扱う廃棄物処
理施設は社会生活を維持する上で必要な施設であり、地域
のごみを安定的に処理し、地域の方々の安心･安全な生活を
守ることに重点を置いて業務を遂行しました。
　世界では、気候変動の原因となる温室効果ガスの排出や

廃プラスチックによる海洋汚染など、環境問題に対する意
識がかつてないほど高まっています。日本を含む主要国が
カーボンニュートラル宣言を表明し、脱炭素に向けた動き
を本格化させており、企業を取り巻く環境は大きな変化を
見せています。
　私たちは、AIクレーンなど急速に発展するDX技術を積極
的に取り込み、ごみ処理施設の安定性やエネルギー効率を
さらに高め、CO2排出量削減を目指しています。さらに、廃
プラスチックのケミカルリサイクルの実用化に向けた活動
をさらに強化するなど、持続可能な社会の構築と、脱炭素社
会の実現に向けて取り組んでいきます。
* EPC: 設計（Engineering）、調達（Procurement）、建設（Construction）

2020年12月期決算のポイント 
  プラントの設計・調達・建設を行うEPCの売上が、工事進捗の端境期となり減収減益
  プラントの運転･保守を行うO&Mにおいて、業務範囲の拡大や原価低減などにより増収増益

E-Plan2022目標・2020年12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2020/12
実績（IFRS）

2020/12
成果 今後の取り組み

9.5%以上 10.2%

•  顧客要望に対する提案活動などを通じて、自治体
向けDBO案件、民間向けEPC案件を受注

•  「新規EPC/DBO案件の受注確度向上」に向けた、
非価格提案力の向上

•  長期にわたる維持管理運営実績などが評価され、
自治体向け延命化案件を受注

•  「長期包括案件の周辺業務取り込み及び延命化提
案」に関する取り組み継続

•  DX技術を駆使しAIクレーン導入施設数や遠隔監
視サポート対象施設数を増加

•  「DX技術を駆使した維持管理コストの低減及びプ
ラント性能の向上」に関する研究開発を推進

•  ケミカルリサイクルに関するプロセスライセンス
実施許諾権契約を締結 *

•  ケミカルリサイクルの社会実装に向けた実証試験
の実施

*  2020年9月、荏原環境プラント、日揮グローバル株式会社、宇部興産株式会社の間でEUP®（Ebara Ube Process）加圧2段式ガス化プロセスライセンス実施許諾契約を締結

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　長年蓄積してきた焼却炉の運転ノウハウに加え、運転支援を担う施設にてDX技術を活用し、より一層の発電効率の向上や
CO2排出量の削減など、質の高いサービスの提供を目指し取り組んでいます。各取り組みに対してKPIを設定しており、その
中の一部を紹介します。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI

2022/12
目標

2020/12
実績

2020/12
成果 今後の取り組み

環境負荷物質の抑制
ごみ発電による再生可能 
エネルギーの取扱量

130,000 MWh 140,163 MWh 電力の地産地消に対する当社の取り組み
などについて自治体より評価された結果、
目標値を上回る契約電力量を達成

ごみ発電による再生可能エネルギーの発
電に関する長期安定的な契約締結に向け
た提案活動

社会インフラの安定的稼働
DBO案件の長期包括受注（累計） 19件 14件 社会インフラとしての廃棄物処理施設の

安定的稼働に向けて、顧客の個別事情など
に配慮した提案活動を推進

循環型社会形成の地域のシンボル施設と
なるように電力の地産地消などのほか、 
施設のデザインにも注力

クレーン高度化・AIクレーン 
導入の普及

導入目標
100%

導入目標
33%達成

クレーン操作の省力化、焼却炉運転の安定
化などが評価され、自治体向け施設へAIク
レーンを導入

日本国内の自治体向けのほか、民間企業の
ニーズ等も踏まえ、クレーン高度化・AI 
クレーン普及を推進

環境負荷を低減する技術への貢献
ICFG®*の実用化 実証機建設 

受注目標 
100%達成

基礎試験を開始 ICFG®に関する試験設備を整備し、廃プラ
スチックから生成物を取り出し、各種デー
タを取得

基礎試験およびポテンシャルユーザから
実証機建設を受注するための活動

*  ICFG®内部循環流動床ガス化システム  
廃プラスチック等の高発熱量の廃棄物から家庭ごみやバイオマスなど低発熱量の廃棄物まで、幅広い炭素資源（固形廃棄物）を原料に、炭化水素を主体とした高発熱量の油やガスを製造
する、廃棄物熱分解技術です。得られた油やガスは化学工業原料や化石燃料の代替エネルギーとして利用可能であり、化学工業プロセスに組み込むことで、化石資源の新規投入量を削減
することが可能なケミカルリサイクル技術です。また、既存の化石資源由来の燃料を多量に使用するプロセスに組み込むことで、燃料代替として新規化石燃料使用量の削減が可能とな
る、二酸化炭素排出量削減に適した技術です。ICFGは荏原環境プラントの日本における登録商標です。

1

営業利益率：

9.5%
以上

（IFRS）

数値目標

S W

O TOpportunities（機会）

Strengths（強み） Weaknesses（弱み・課題）

Threats（リスク）

 E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略
事業ビジョン（E-Vision2030）　

自治体を主要顧客としてEPCから運営を一
貫して行う廃棄物処理施設建設・運営事業を
中核とした「廃棄物資源循環ソリューション
プロバイダ」を目指し、事業拡大を進める

E-Plan2022の事業戦略　
• 中核事業基盤の強化
• 新規事業の具体化
•  中国国内向けごみ処理機器の生産・販売強化及び 

第三国への拡販
• DBO*案件の非価格評価の向上
* DBO: 設計（Design）、施工（Build）、運営（Operate）
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事業戦略

精密・電子事業

Topics 2  2020年度「省エネ大賞」の中小企業庁長官賞を受賞 

　荏原環境プラントの子会社である中部リサイクルは、経済産業省
が後援する2020年度の「省エネ大賞」の省エネ事例部門において、
中小企業庁長官賞を受賞しました。
　「省エネ大賞」とは、一般財団法人省エネルギーセンターによって、
省エネルギー性に優れている企業の製品やビジネスモデルを称える
ものであり、本表彰事業の情報発信や広報活動によって、国全体の省
エネ意識・製品の拡大や普及などの省エネ型社会構築に寄与するこ
とが期待されています。
　今回の「省エネ大賞」の受賞は、中部リサイクルの「意識改革によ
る省エネルギーの推進」をテーマとした省エネ活動に対する継続的
な取り組みと5年連続の優良事業者（Sクラス *1）の成果が評価され
たものです。
　中部リサイクルは1999年の創業以来、「ゼロエミッションファ
クトリー」を企業理念に掲げ、ごみ焼却施設から発生した焼却灰な
どを溶融再生し、建設資材や有価金属に転換する、「都市鉱山」*2型

リサイクルとも呼ばれる資源
循環型の事業を行っています。
　この事業における省エネ活
動によって2020年度は、2016

年度と比較し工場全体のエネ
ルギー原単位で9.8%削減、二
酸化炭素排出量基準で1,619 

ton-CO2削減を達成しました。
　環境事業カンパニーは、今後も資源循環型事業、継続的な省エネ
活動、環境負荷低減活動を通じて、持続可能な社会の構築に貢献し
ていきます。

*1.  省エネ法の定期報告を提出する全ての事業者をS・A・B・Cの4段階へクラス分けする
制度で、Sクラスは「優良事業者」として、経済産業省のホームページで公表されます。

*2.  焼却灰には金や亜鉛など有用な金属類が含まれることから、都市由来の利用可能な金
属資源として「都市鉱山」と呼ばれています。

Topics 3  中国で固形廃棄物処理施設の焼却炉を受注  

　荏原環境プラントの子会社である青島荏原環境設備（以下、青島
荏原）は、中華人民共和国の首都である北京市向けの固形廃棄物処
理施設の焼却炉を受注しました。この受注により、青島荏原の中国
国内を含むアジア全域での受注件数は、累計49件（累計処理能力：
48,007トン／日）となりました。
　青島荏原は、日本国内向けの固形廃棄物処理施設のごみ焼却炉や
廃熱ボイラの製造拠点であるとともに、中国国内においては、ごみ
焼却炉など主要機器の設計・製造及び据付･試運転指導を行う事業
（EP+SV*1）を展開しています。
　今回受注した北京市順義区三期ごみ焼却発電プラントでは、ごみ
焼却炉に青島荏原が提供するHPCC®*2ストーカ式焼却システム（処
理能力800トン×1炉＝800トン /日）が採用され、安心安全なごみ
処理が期待されています。また、ごみを焼却した際に発生する熱は蒸
気ボイラで回収され発電に利用されるため、化石燃料由来の電力を
削減することができ、二酸化炭素の排出量の削減につながります。

　環境事業カンパ
ニーでは、日本国内
における固形廃棄物
処理事業の60年以
上の経験と技術力を
基盤とし、「廃棄物資
源循環ソリューショ
ンプロバイダ」への
事業拡大を目指して
います。中国やその他周辺国においても、これらの経験や技術力を
基に、青島荏原を通じて地域の特性に合わせた設計･製品を提供す
ることで、地球規模の脱炭素社会の構築に貢献していきます。

*1.  EP+SV：Engineering Procurement + Supervisor（設計・調達と指導派遣）
*2.  High Pressure Combustion Control＝HPCCは、荏原環境プラントの日本における
登録商標です。

Topics 1  ケミカルリサイクルの推進
　世界的に脱炭素社会の実現に向けた動きが加速している中、廃プラ
スチックの高度なリサイクルの実現に向け、2020年9月に、荏原環境
プラントと宇部興産株式会社は、廃プラスチックのケミカルリサイクル
技術であるEUP®*加圧2段式ガス化プロセスに関し、日揮グローバル
株式会社に技術供与するライセンス実施許諾権契約を締結しました。
　廃プラスチックのケミカルリサイクルは、世界的な社会課題と
なっている廃プラスチック問題への対応において、他の手法ではリ
サイクルが困難である異種素材や不純物を含む廃プラスチックを
分解し、アンモニアやメタノール、オレフィンなど、様々な化学品に
再生することにより、プラスチックやゴム、化学繊維の原料として
再び活用することを可能とし、廃プラスチックリサイクル率の向上

やCO2の大幅な削減に貢献する手法です。
　荏原環境プラントと宇部興産株式会社が共同で開発したEUP®

は、廃プラスチックを熱分解して一酸化炭素と水素の合成ガスを製
造する技術です。この技術は2000年初頭に実用化しており、2003

年に納入した昭和電工株式会社の川崎事業所において、現在でも、
年間約6万トンの廃プラスチックをEUP®で処理して得られる水素
を利用して、アンモニアの製造が行われています。
　本ライセンス契約を通じて、廃プラスチックのガス化ケミカルリ
サイクルとしてEUP®の普及・促進を図るとともに、国内外におけ
る脱炭素社会の構築に積極的に取り組んでいきます。

* EUPは宇部興産株式会社の日本国内における登録商標です。

北京市順義区三期ごみ焼却発電プラントの完成予想図

「省エネ大賞（中小企業庁長官賞）」の賞状
と中部リサイクルの関係者

 精密・電子事業のSWOT分析

•  回転・流体機器、機械制御、ガス分解・除去、省エネルギー化の
技術

•  省材料を可能にする高い技術力と高度な製造技術
•  顧客に密着したグローバルな拠点配置
•  機動力に優れた顧客サポート
•  人材の長期定着による技術の蓄積と継承
•  グローバルで高い技術を持つ多様な人材
•  強固なサプライチェーン

•  自動化工場を含めた生産体制の最適化
•  成長が期待される中国市場でのシェア拡大
•  新事業の早期立ち上げ

• IoT、AI、車の自動運転などの普及
•  在宅勤務など、クラウド・通信を利用した働き方の多様化
•  デジタル社会の発展に伴う半導体需要の拡大
•  中国における積極的な半導体分野への投資
•  台湾、韓国、日本における設備投資需要の継続

•  半導体需要変動と微細化減速による設備投資の波
•  サプライチェーン起因を含む生産能力不足によるシェア低下
•  米中貿易摩擦の影響

　2020年12月期は、ICAC5*の普及に加えてテレワーク・
巣ごもり需要拡大などの影響を受け、半導体需要及びその
設備投資は堅調に推移し、前期比増収増益となりました。
　精密・電子事業カンパニーではE-Plan2022で掲げた成
長戦略に基づき、ソリューション提供力の強化としてEUV

露光装置向け真空ポンプ排気システムの開発や国際研究機
関との共同開発の推進、グローバル事業展開を進めるため
に中国でのシェア拡大に向けた体制強化やドイツにおける
オーバーホール工場の開設を行いました。また、効率化の推
進として、藤沢事業所におけるドライ真空ポンプの自動化
工場の稼働などの施策を進めました。

　2021年12月期は、需要拡大に対応するため、熊本事業所
のCMP製造ライン増設や中国におけるドライ真空ポンプ
オーバーホール工場の竣工・稼働を進めるとともに、ソ
リューション提供力のさらなる強化を目指し、装置系開発
棟の新設に着手します。また、サステナビリティの観点から
製品の省エネ化、省資源化を目指した開発を推進しており、
お客様の事業活動における環境負荷低減に努めます。
　お客様とのパートナーシップを重視し、オンリーワン技
術によるソリューションを提供することで、豊かな世界の
実現に貢献していきます。
*  IoT、クラウド（Cloud）、人工知能（AI）、車の自動運転（Car）、第5世代移動通信システム
（5G）の頭文字を取ったもの

2020年12月期決算のポイント 
  需要拡大に伴い、CMP装置の売上が増加
  S&Sの部品やオーバーホールなどの売上が増加
   売上増加に伴い営業利益も増加
  ドライ真空ポンプの自動化工場関連の固定費が増加

ソリューション提供力を 
強化し、環境負荷を低減した 
製品の開発に取り組みます

戸川 哲二
執行役
精密・電子事業カンパニープレジデント

Opportunities（機会）

Strengths（強み） Weaknesses（弱み・課題）

Threats（リスク）

S W
O T

事業戦略

環境プラント事業
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Topics 2  藤沢事業所内に自動化工場を新設

　ICAC5（IoT,クラウド、AI、車の自動運転、5G）が実現していく新
しい世界では半導体の需要はますます伸びることが予想され、半導
体業界全体の旺盛な設備投資拡大への対応が必要となります。そこ
で、私たちが世界的に高いシェアを持つドライ真空ポンプやCMP

装置の生産体制の強化を図るため、神奈川県と熊本県にある工場で
製造ラインの自動化や増設を進めています。
　ドライ真空ポンプについては、神奈川県の藤沢事業所内に自動化
工場V7棟を2019年12月に新設しました。本格稼働は2021年8

月ごろを予定しています。
　自動化工場V7棟は、これまで人の手で行っていた生産作業に替
えて、IoTを活用した自動化技術を導入することで、生産状況、稼働
状況をリアルタイムで管理し、需要変動に合わせた効率的な加工・

組立・物流工程を実現し、生産能力を従来の3倍に高めています。
　今回の自動化工場新設により、需要が拡大する中においてもお客
様の要求に合致した製品をタイムリーに生産することが可能とな
ります。また、新工場稼働後も、自動化を中心とした最新技術導入
を継続し、さらなる生産性向上に取り組みます。
　CMP装置では2021年半ばを目標に、熊本事業所の既存工場内の
製造ラインを現在の2ラインから1ライン増やして3ラインとし、
生産能力を現在の1.5倍に増強します。また、今回の設備増強に伴
い人員の増員も予定しています。
　私たちはドライ真空ポンプやCMP装置の生産設備を増強し、生
産の効率化を進めることで製品の供給を適時適切に行い、お客様の
ニーズに応えていきます。

Topics 1  ドイツ・中国にドライ真空ポンプのオーバーホール工場を竣工

　世界的なリモートワークの進展やデジタルトランスフォーメー
ションの加速などにより半導体需要の拡大が継続している中、お客
様である半導体業界の工場稼働率の高まりがみられており、お客様
の生産活動を支える半導体製造装置やコンポーネント機器に対す
るS&Sのニーズはさらに増しています。特にドライ真空ポンプで
は、性能を最大限に発揮させ、故障を防ぐためのオーバーホールを
定期的に実施する必要があります。そのため、お客様に密着した
フィールドサポートの充実、国内外のS&S体制の強化及び人材育成
が重要です。
　そこで、現在世界に10か所ある設備拠点の拡充として、海外グ
ループ会社であるEBARA Precision Machinery Europe（本社：ド
イツ、以下：EPME）があるドレスデン（ドイツ）のヴァイックドルフ
に、EPMEにとって2番目となるドライ真空ポンプのオーバーホー

ル工場を2021年4月に竣工しました。ドレスデンは『シリコンザ
クセン』と呼ばれるハイテク都市で、このドレスデンに拠点を置く
EPMEはヨーロッパ市場において精密・電子事業の中心的な役割を
担っており、事務所の隣にオーバーホール工場を建設することで、
増加するヨーロッパ市場の需要により迅速に対応していくことが
可能となります。
　また、半導体の国産化を進め需要が高まる中国市場に迅速に対応
するため、中国3か所目となるドライ真空ポンプのオーバーホール
工場を海外グループ会社の合肥荏原精密機械（本社：中国）に建設
し、2021年7月に竣工しました。
　私たちは新しいオーバーホール工場の設置によって、長期ビジョ
ン「E-Vision2030」で掲げる社会のスマート化を支える半導体製品
の進化に、製造装置、機器のS&Sで貢献していきます。

合肥荏原精密機械
オーバーホール工場

EBARA Precision 
Machinery Europe
オーバーホール工場

藤沢事業所V7棟

E-Plan2022目標・2020年12月期の進捗　
数値目標

（営業利益率）（IFRS）
2020/12
実績（IFRS）

2020/12
成果 今後の取り組み

13.0%以上 8.3%

•  国際研究機関の共同開発推進 •  需要拡大に対応するための生産体制強化を進める
とともに、ソリューション提供力をさらに強化•  ドイツ・中国でのオーバーホール工場開設

•  ドライ真空ポンプ自動化工場稼働開始

E-Plan2022の主要なKPIと進捗　
　製品のさらなる省エネ・軽量化の追求、次世代半導体の実現を支える製品・サービスのパートナーとの共同開発などの推
進、製品の使用によるGHG排出量削減、S&Sの拡大による顧客の安定的な稼働などを通じて、E-Vision2030の実現に貢献
していきます。KPIを10種類以上設定し、各取り組みの進捗をモニタリングしています。

関連する 
マテリアリティ 主な施策・KPI

2022/12
目標

2020/12
実績

2020/12
成果 今後の取り組み

環境負荷物質の抑制
排ガス処理装置の使用による 
GHG排出の削減

100% 40% 半導体製造プロセスで発生するガスを
無害化することによって、GHG排出の
削減に貢献

お客様にとってよりメリットにつなが
る製品の開発と拡販

製品の軽量化
対象製品の重量削減
（1台当たり2019年比）

12% 13% 対象製品を軽量化し、流通に関わるエ
ネルギー及び原材料を削減。お客様に
とっても使いやすい重量へ軽量化

市場のトレンドの変化に対応しつつ、軽
量化に考慮したモデルを引き続き開発

半導体の進化ロードマップに対応した製造装置等の開発
重点プロジェクトから発生した 
新規機種の開発

100% 88% 2020年12月期中に完了を目指してい
たモデル数をほぼ完了

機種開発モデル数をさらに増やしていく

対象製品の次世代向け要素技術の開発 100% 97% 開発がほぼ予定通りに進捗 継続的に開発に取り組む

1

2

200

■ 営業利益（左軸）　
　 営業利益率（右軸）

20

150 15

50 5

100 10

0 0

（億円） （%）

2019/12
実績

（日本基準）

2020/12
実績

（IFRS）

2021/12
計画

（IFRS）

E-Plan2022目標 13.0%以上売上高営業利益率：

13.0%
以上

（IFRS）

数値目標 E-Vision2030とE-Plan2022の事業戦略
事業ビジョン（E-Vision2030）

半導体分野を中心に、パートナーシップと
ONLY1技術をもって社会の発展に貢献する
とともに、新たな領域に挑戦し豊かな世界を
創造する

E-Plan2022の事業戦略　
• 単品ハードメーカからソリューションサプライヤーへ転身
• 新技術を核とした新事業の創出
• グローバル事業展開及び高効率な経営の実現

事業戦略

精密・電子事業
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 脱炭素社会実現に向けてSpiber社との協業深化へ

　荏原グループは、2020年1月にSpiber株式会社（以下、
Spiber社）に総額10億円の出資を行いました。Spiber社
は主原料を石油などの枯渇資源に依存しない、持続可能
な次世代の基幹材料として期待される構造タンパク質を
開発・製造しています。出資後、製造（培養）工程における
加熱・冷却プロセスの改善に向けて、Spiber社と共同実
験を通じた研究を継続しています。
　また、同社における構造タンパク質素材の量産に向けて
2021年3月に開所したタイ工場に、当社のグローバル基幹
製品である産業プロセスポンプ（GSO型*ポンプ）が納入
されました。今回納入したGSO型ポンプは、主に中国、東
南アジア市場を中心に展開する産業プロセス向けポンプで

す。化学をはじめ一般産業で求められる国際規格 ISO2858

及び ISO5199にも準拠しており、高効率を誇るグローバル
基幹製品となっています。GSO型ポンプ複数台のほか、冷
却水ポンプ、消火ポンプ、給水ユニットも納入しました。
　今後は当社より機械工学エンジニアをSpiber社に派遣
し、バイオロジー（生物学）と機械工学を融合させ、広範囲
にわたって製造プロセス効率化の機会を探求します。具
体的には最先端培養プロセスの理解を深め、新たな付加
機能や装置開発、スケールアップを目指した開発を進め
ます。化石燃料への依存から脱却する社会の実現に向け
て、同社と協業を深化させていきたいと考えています。
* GSO型は当社の機種記号です。

　当社は、京都大学及び近畿大学などの水産物の品種改
良技術シーズをコアとして設立されたフードテックス
タートアップ企業であるリージョナルフィッシュ株式会
社（以下、RF社）と、2019年に資本業務提携契約を締結し
ました。2020年10月にはRF社と共同で閉鎖型陸上養
殖実験場を建設・稼働させ、RF社の品種改良技術と当社
が創業以来培ってきた流体・熱制御などの技術を組み合
わせ、トラフグの成長試験を行っています。ポンプ動力コ
ストを削減し、必要水量、浄化機能をより精緻に制御する
省力循環式陸上養殖システムの早期実現を目指していき 

ます。
　技術開発とともに、マーケットインの視点を持ち、外部
企業との連携による国内外の一流シェフネットワークを
活用した味の可視化、料理への適合、加工品の創作を含め
たマーケティング活動を通じ、養殖魚そのものの価値を
上げることに貢献していきます。
　地球環境に負担が少なく、安全・安心・安定した品質と
量が供給されることに加え、味の可視化・消費者の嗜好
に合わせた水産物製造が可能な次世代型陸上養殖の産業
化を目指していきます。

 次世代養殖システム実現に向けて閉鎖型陸上養殖実験場が稼働  新規事業アイディア社内コンペティション「E-Start2020」実施
　当社マーケティング統括部次世代事業開発推進部が、
社内公募で新規事業アイディアを募る「E-Start2020」を
実施しました。アイディアを集めて終わりではなく、実際
に検討を開始し成長させるための社内風土の醸成も必要
でした。
　そこで、社内イントラでイベント開催の通知を行う際
に特設サイトを開設し、浅見社長自らが「創業の精神「熱
と誠」を体現するプランを育てる」というメッセージ動
画を発信し、執行役メンバー全員の応援メッセージリ

レー動画も配信するなどの社内発信を強めた結果、120

件ものアイディア応募が集まりました。事前に行った社
員投票には2日間という短い投票期間にもかかわらず
884票を集めるなど、会社全体で新規事業開発を応援す
る雰囲気を醸成することに成功しました。
　オンライン開催となった最終審査会には2名の社外審
査員も参加し、医療、宇宙、環境、エネルギーなどの分野
で9件が審議され、受賞した5件は現在、事業化に向けた
検討・準備フェーズに入っています。

 東南アジアとのボーダレスな事業創出とイントレプレナーの育成
　当社は、2020年7月にリアルテックホールディングス
株式会社（株式会社ユーグレナと株式会社リバネスの合
弁会社、以下、リアルテックHD）が組成した、東南アジア
のリアルテックベンチャーに対して投資育成を行う「リ
アルテックグローバルファンド1号投資事業組合」（以下、
リアルテックグローバル）に5億円を出資しました。
　リアルテックとは、気候変動、エネルギー問題、食料問
題など、地球規模の課題「ディープイシュー」解決に資す

る研究開発型の革新的テクノロジーを指します。東南ア
ジアはめざましい経済発展の渦中にある一方で、いまだ
に多くのディープイシューが根強く残っており、課題解
決型の現地ベンチャー企業や大学の研究機関と連携した
新規事業の共創を図っていきます。また、当社内でイント
レプレナー（社内起業家）を育成する目的でリアルテック
HDに人材を派遣し、シーズ探索、事業創出・進化を共同
で展開しています。

事業戦略

新規事業

優勝したチームと社長の浅見（中央）

　リアルテックHDで最も驚いたことは、メンバーの「熱」で
す。全員がベンチャーファーストの姿勢で、いかに早くその
技術を社会実装するか、いかにその技術を支援してくれる
人々と連携させるかを真剣に考えています。「技術で世界を
変える」ということを第一に考えている人たちなのだと、強
く実感しています。東南アジアにおける最先端の技術や、同
年代起業家に直接関われる機会は貴重だと感じています。

当社からリアルテック
HDに派遣された 
社員のメッセージ

小坂 翔
荏原製作所
マーケティング統括部
次世代事業開発推進部
マリンソリューション課

荏原グループは、今後の世界の展望を基にした課題認識とグローバルなマーケットインの視点で、新たな事業を

開拓・創出し、荏原ならではの強みを活かしながらマテリアリティ解決に寄与することを目指しています。ここ

では、進行中の新規事業の一部をご紹介します。

Spiber社タイ工場

陸上養殖実験場のトラフグの水槽




